
１　事業活動収支計算書からの分析
企業会計における損益計算書に当たるもので、一会計年度における「純資産」の増減を計算するものです。（純資産＝資産－負債）
（1） 　まず、下記の事業活動収支計算書（概要版）に前年度と当年度の決算を記入します。
事業活動収支計算書（概要版）　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	　　  勘　　定　　科　　目
	前 年 度
	　今 年 度
	　　増  減

	
	事業活動収入計
	
	
	

	
	事業活動支出計
	      
	      
	        

	事 業 活 動 収 支 差 額　　　 
	
	        
	        

	
	事業活動外収入計
	        
	        
	         

	
	事業活動外支出計
	        
	        
	

	事 業 活 動 外 収 支 差 額　　
	
	
	         

	経 常 活 動 収 支 差 額　
	
	        
	       

	
	特別収入計
	        
	        
	

	
	特別支出計
	        
	        
	           

	特別収支差額　　　　　　　　　
	
	              
	

	当期活動収支差額　
	
	        
	        

	前期繰越活動収支差額  
	
	
	        

	当期末繰越活動収支差額　
	
	
	        

	次期繰越活動収支差額　※
	
	
	


※　次期繰越活動収支差額 ＝ 当期末繰越活動収支差額＋（基本金取崩額－基本金繰入額）
＋（その他の積立金取崩額－その他の積立金積立額）
（２）　次に、以下の指標を算出します。平成20年度決算における、都内社会福祉法人平均値と比較してみて下さい。

              　                                                         　（％）
	項　　目
	自法人
	平成２０年度決算　東京都内社会福祉法人平均値

	
	
	都内法人

平均
	①保育
	②障害
	③介護
	④措置等
	⑤複数

	事業活動収入対借入金比率
	
	2.4
	0.4
	2.9
	3.2
	0.2
	5.1

	労働分配率
	
	85.3
	87.5
	77.3
	87.0
	96.5
	84.8

	（人件費＋委託費）比率　
	
	73.3
	78.0
	68.3
	71.5
	70.4
	71.2

	経常活動収支差額率　　
	
	4.8
	5.6
	7.3
	3.2
	2.1
	3.5


※　「事業活動収入対借入金比率」における借入金は、運転資金の借入金のみを対象にしています。施設整備のための借入金は含まれないことにご留意下さい。

※　平成20年度の決算数値を基にした財務指標、都内平均値の算出においては、障害者施設の一部が採用する就労支援事業会計処理基準（授産施設会計基準）における就労支援事業活動の収支差額（授産事業の部）を含めておりません。
２　資金収支計算書からの分析

企業会計におけるキャッシュ・フロー計算書に当たるもので、一会計年度における「支払資金」の増減を計算するものです。（支払資金＝流動資産－流動負債（引当金を除く。））

　  支払資金がどのような活動により、増加又は減少したかを明らかにします。

○  下記の資金収支計算書（概要版）に当年度の決算を記入します。

　　資金収支計算書（概要版）　　　　　　　　　　　        　  （単位：円）
	勘　定　科　目
	当　年　度　決　算

	
	経常収入計　　　　　　　　　 
	

	
	経常支出計　　　　　　　　　 
	     

	経常活動資金収支差額　　　　  
	        

	
	　施設整備等収入計
	

	
	　施設整備等支出計
	

	施設整備等資金収支差額　　　　　　
	

	
	　財務収入計
	

	
	　財務支出計
	

	　財務活動資金収支差額　　　　　　　
	

	予備費　　　　　　　　　　　　　　
	

	　当期資金収支差額　
	

	前期末支払資金残高　　　　　　　　
	       

	当期末支払資金残高　　　　　　
	


３　貸借対照表からの分析

　　企業会計と同様に、会計年度末における「財務状況」を表します。「資産の部」は、流動資産と固定資産に、「負債の部」は、流動負債と固定負債に区分されます。

○　以下の指標を算出します。平成20年度決算における都内の社会福祉法人の平均値と比較してみて下さい。

＜貸借対照表（ＢＳ）からの財務指標＞　　　　　　　　      　　　　　　　　　　

（％）

	項　　目
	自法人
	平成２０年度決算　東京都内社会福祉法人平均値

	
	
	都内法人

平均
	①保育
	②障害
	③介護
	④措置等
	⑤複数

	流動比率 
	
	1125.8
	1150.8
	1311.1
	1115.2
	1227.3
	783.3

	純資産比率 
	
	86.0
	88.8
	85.2
	84.4
	88.9
	82.8

	固定長期適合率
	
	82.4
	86.3
	70.7
	83.8
	79.6
	83.8


＜事業活動収支計算書による財務指標の解説＞

①　当期活動収支差額

事業活動収支差額、事業外活動収支差額及び特別収支差額の合計です。
事業を開始又は拡大した年度においては、利用者が直ちに定員まで達しない等の理由により、マイナスになることが多くなっています。２年目以降にマイナス額が縮小しているか、又は縮小する計画がありその計画どおりになっているかがポイントと考えられます。
②　次期繰越活動収支差額

法人設立から現在の会計年度までの剰余金処分後の純資産のうち、繰越金残高を示す指標です。

前期繰越活動収支差額がマイナスであり、当期活動収支差額がマイナスになることにより、次期繰越活動収支差額のマイナスが拡大していく状況である場合、決算書の早急な精査が必要と考えられます。

理事会で経営改善策を検討、実行し、まず当期活動収支差額をプラスにする、次いで次期繰越活動収支差額のマイナスを解消する年次計画を定め、実行していくこと等の検討が必要と考えられます。
③　事業活動収入対借入金比率（％）　【借入割合】　
事業活動収入に対して、運転資金借入金の比率を測る指標です。
東京都内の社会福祉法人においては、平均2%程度となっています。この比率が大きいほど、事業活動収入に対する返済割合が増大し、それに伴い資金繰りが悪化する恐れがあります。この場合、中長期の収支を予測し、運転資金の借入額と返済計画を精査し、返済の実現可能性を再チェックすること等の検討が必要と考えられます。
④　労働分配率（％）　　【コスト合理性】　
コスト合理性を判断するための指標の一つで、法人の限界利益（限界利益とは、売上高から変動費を引いたもの、または、固定費＋利益）に対する人件費の占める割合を表す指標です。　　
東京都内の社会福祉法人においては、平均85%程度となっています。労働分配率が100%以上になると、限界利益以上の人件費が支出されていることになり、固定費の増大による恒常的な赤字を生じる可能性があるため、決算書の分析を行い、原因を把握する必要があります。

このため当指標については、法人の中長期的な人員配置計画等との整合性を図って、法人内で適正な人件費管理を行っていくための目安として活用していただくことが大切です。
⑤　（人件費＋委託費）比率（％）　【コスト合理性】

人件費にかけるコストを把握するための指標です。

人件費には、職員給与・賞与とともに法定福利費、福利厚生費、退職給与引当金繰入、賞与引当金繰入を含みます。委託料には、派遣職員委託費、給食調理委託等の人件費分を算定します。

東京都内の社会福祉法人においては平均75%程度となっています。  

この指標が85%を上回ると、当期活動収支差額がマイナスになる傾向※があるため、決算書の分析を行い、原因を把握する必要があります。また、職員の離職率が高い場合には、この比率が低くなっている場合もあります。

④の労働分配率同様、法人内で適正な人件費管理を行っていくための目安として活用していただくことが大切です。
※　東京都が平成22年度におこなった平成20年度社会福祉法人決算分析の調査結果によると、85％を上回り当期活動収支差額がマイナスだった法人は50法人中27法人で54.0％。対して、85％以下で当期活動収支差額がマイナスだった法人は658法人中98法人で14.９％でした。
⑥　経常活動収支差額率（％）　　
経常活動収支差額率とは、経常活動収入に対する経常収支差額の占める割合です。

東京都内の社会福祉法人においては、平均5%程度となっています。

この指標についてマイナスの状態が複数年度に渡る場合は、事業の継続性が危ぶまれる可能性が考えられます。事業を継続し、適正な収支差額を計上するために、決算書の分析を行い、原因を把握する必要があります。また、利用者一人当たり収入単価のアップ、利用者数の拡大等の収入増策や経費節減等を実行していくことも重要と考えられます。
＜資金収支計算書による経営指標の解説＞

①　経常活動資金収支差額

法人の経常活動の資金収支の差額を示す指標（法人の当期資金収支差額のうち施設整備等資金収支差額と財務活動資金収支差額を除くもの）です。
事業の開始時など、定員に対する利用率が低い場合は、マイナスになることがあります。通常この差額がマイナスになることはあまりありません。収支差額がマイナスになっている場合は、事業ごとに資金収支計算内訳を分析して対応を検討すること等が必要と考えられます。
②　当期末支払資金残高

法人設立から現在の会計年度までの資金収支の増減額を示す指標です。
当期末支払資金残高は、貸借対照表における「流動資産－流動負債（引当金を除く。）」と一致します。したがって、残高がマイナスとは、流動比率が100%未満であることを示し、支払資金が減少し、支払いが滞っている可能性があるため、理事会で早急な改善策を検討・実行する必要があります。
なお、保育所及び措置費支弁対象施設においては、当期末支払資金残高は、運営費・措置費の適正な執行により、適正な施設運営が確保された上で、長期的に安定した経営を確保するために将来発生が見込まれる経費を計画的に積立てた結果において保有するものであり、過大な保有を防止する観点から、当該年度の運営費収入の30%以下の保有とされています。
＜貸借対照表による財務指標の解説＞

1 流動比率 （％）　【短期安定性】

短期安定性を見る指標で、短期返済が必要な流動負債に対し、支払財源である流動資産がどの程度あるかを示す指標です。現金預金、未収金、前払金等の「流動資産」と、短期運営資金借入金、未払金、預り金等の「流動負債」との比率です。

「現金預金」を、「その他固定資産」の特定目的の人件費積立預金や施設整備等積立預金等の「積立預金」にすると、流動比率は低くなり、固定負債である長期運営資金借入金がある場合、流動比率は高くなる傾向があります。
一般的には通常150%程度以上あれば優良と言われていますが、都内の社会福祉法人においては、平均1,100%程度となっています。このように、東京都内の社会福祉法人の平均値が大きな水準となる原因としては、企業会計と社会福祉法人会計制度の違いや主な収入である介護報酬等が２か月程度後に収入されるため、未収金が多いこと等が考えられます。
この指標が、100%を下回るような場合は、流動負債が流動資産を上回っていることになり、資金繰りが悪化している状態が想定されます。このような場合、理事会において、資金収支計算書による月次実績を把握の上、資金調達を検討する必要も出てきます。
②　純資産比率 （％）　　【長期安定性】
資産総額に占める「純資産（自己資本）」の割合であり、長期安定性を見る指標です。

「純資産」は、基本金、国庫補助金等特別積立金、その他の積立金、次期繰越活動収支差額等です。「基本金」は、①法人設立や施設創設・増設のために基本財産を取得するための寄附金、②施設創設等にかかる借入金の償還のための寄附金、③創設、増設等のために保持すべき運転資金の寄附金、④定款により、運用財産の基本財産への組入額です。

この比率は高いほど経営が安定する傾向が見られ、東京都内の社会福祉法人においては平均85%程度になっています。この比率が50%を下回ると、自己資本よりも負債（他人資本）が上回っている状態となりますので、決算書を分析し、原因を調査するとともに、理事会で中長期事業計画の策定・進行管理を行い、対応策をご検討下さい。

③　固定長期適合率（％）　【長期安定性】
長期安全性を測るための指標です。固定資産が長期資本（純資産＋固定負債）によってどれだけ賄われているかを表します。この指標は流動比率と表裏の関係にあります。流動比率が上がれば固定長期的同率は下がり、流動比率が下がれば固定長期適合率は上がります。固定資産は、純資産や固定負債で調達し、100％未満であることが大切です。

東京都内の社会福祉法人においては、平均80%程度となっています。
100%以上になると固定資産への過大な投資の可能性があるため、決算書を分析し原因を把握するとともに、問題がある場合には、理事会で、固定資産取得状況や設備整備計画の妥当性等を審議することも必要です。
※１　財務指標等については、本文22ページから29ページまでを、ご参照下さい。

※２　これらの財務指標は、東京都福祉保健局ホームページ上の「社会福祉法人財務分析計算シート」に、入力すると、自動的に計算されます。

※３　項目、算出式等の説明は、「社会福祉法人会計基準」に基づき整理しています。












































































































































































































































































































































































































　　　やってみよう！　自法人の決算分析






















































































